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報第16号 専決処分の報告について 

令和４年５月10日午前８時45分頃、市内旭ケ丘10丁目地内のコンビニエンススト

ア駐車場において、本市職員（文化財保護センター所属）の運転する公用車が、市

道314300線上の信号待ちで停止中の車両の列に進入しようとしていた際、信号が青

色になり停止中の車両が動き出したため後進したところ、後方に停止していた車両

に接触し、同車両前部バンパー等を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和４年６月17日、168,996円と定めた。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 

 

報第17号 専決処分の報告について 

  令和３年12月23日午前８時15分頃、市内富士見町１丁目地内において、本市職

員（三の倉センター所属）が運転する公用車（収集車）が、道路中央を越えてき

た対向車と衝突し、同車両右前部及び右側面を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和４年７月15日、26,942円と定めた。 

  〔過失割合：市側20％、相手側80％〕 
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報第20号 令和３年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 
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3 

報第21号 令和３年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について 

 

  

１　収入の増加及び支出の抑制

諸納付金の収納率

経常経費（普通会計）

２　市債残高（一般会計負担分）の上限

市債残高

一般会計

駐車場事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

病院事業会計

※端数処理により、合計額等が合わない場合があります。

３　基金の適正な管理

（１）　財政調整基金の可処分額を18億円以上確保します。

財政調整基金の可処分額

財政調整基金残高 A

災害復旧経費留保分 B

リスク引当金 C

可処分額    （A－B－C）

※端数処理により、可処分額等が合わない場合があります。

36.2億円 39.0億円 2.8億円

11.0億円 15.0億円 4.0億円

2.9億円 4.1億円 1.2億円

△ 0.2億円

区分 R２年度① R３年度② ②－①

50.1億円 58.1億円 8.0億円

合　　計 434.7億円 437.0億円 2.3億円 541.8億円 541.6億円

19.3億円 18.4億円 △ 0.9億円 38.7億円 36.8億円 △ 1.9億円

0.5億円 0.5億円 0.0億円 0.5億円 0.5億円 0.0億円

78.5億円 76.0億円 △ 2.5億円 157.0億円 152.0億円 △ 5.0億円

1.6億円 1.9億円 0.3億円 7.8億円 9.5億円 1.7億円

－ － － 3.0億円 2.6億円 △ 0.4億円

334.8億円 340.2億円 5.4億円 334.8億円 340.2億円 5.4億円

　一般会計の市債残高並びに特別会計及び企業会計の市債残高のうち、令和５年度までに一般会計で負担すべき残高の合計を470億円、市債
の実残高を590億円以内とします。

会計名
（１）　一般会計負担分 （２）　実残高

R２年度① R３年度② ②－① R２年度① R３年度② ②－①

歳出額 274.4億円 282.4億円 8.0億円

歳出構成比 53.3% 63.5% 10.2%

29.41% 35.17% 5.76%

区分 R２年度① R３年度② ②－①

実績 98.67% 99.03% 0.36%

滞納繰越分
目標 28.20% 28.20% 0.00%

実績

実績 33.27% 43.39% 10.12%

諸納付金合計
（市税を含む）

現年課税分
目標 98.75% 98.75% 0.00%

0.00%

実績 98.61% 99.09% 0.48%

滞納繰越分
目標 30.00% 30.00% 0.00%

①収入の増加
   債権管理計画で定める収納率を達成、企業誘致による税収増、使用料・手数料等の見直し及び市有財産の一層の
有効活用により財源の確保に努めます。
②支出の抑制
   公共施設のランニングコスト軽減、行政改革の実施による経常経費の抑制に努めます。

区分 R２年度① R３年度② ②－①

市　税

現年課税分
目標 98.90% 98.90%
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（２）　市債償還対策基金（合併特例債分を除く）は、令和５年度末残高を10億円以上確保します。

市債償還対策基金（合併特例債分を除く）

※端数処理により、残高が合わない場合があります（以下の基金も同様）。

（３）　職員退職手当基金は、令和５年度末残高を20億円以上確保します。

職員退職手当基金

（４）　庁舎建設基金は、令和４年度末残高を20億円以上確保します。

庁舎建設基金

（５）　地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。

地域振興基金

H29年度 1.1億円 0.0億円 6.3億円

H30年度 0.1億円 0.0億円 6.4億円

年度 積立額 取崩額 残高

R３年度 2.1億円 0.0億円 10.7億円

年度 積立額 取崩額 残高

R元年度 1.1億円 0.0億円 7.5億円

R２年度 1.1億円 0.0億円 8.6億円

R元年度 0.1億円 0.0億円 20.1億円

R２年度 0.1億円 0.0億円 20.2億円

H29年度 0.1億円 0.0億円 20.0億円

H30年度 0.0億円 0.0億円 20.0億円

H29年度 2.0億円 0.0億円 16.1億円

H30年度 1.0億円 0.0億円 17.1億円

R３年度 0.1億円 0.0億円 20.2億円

年度 積立額 取崩額 残高

R３年度 1.0億円 0.0億円 21.2億円

年度 積立額 取崩額 残高

R元年度 2.0億円 0.0億円 19.1億円

R２年度 1.0億円 0.0億円 20.2億円

R３年度 0.0億円 0.7億円 16.4億円

R元年度 0.0億円 0.9億円 17.9億円

R２年度 0.0億円 0.8億円 17.1億円
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議第83号 多治見市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正するについて 

１ 改正趣旨 

職員の育児休業等について、国家公務員の取扱いに準じ、所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

(１) 育児休業の取得回数制限の緩和に伴う規定の整備（第３条関係） 

ア 育児休業等計画書により申し出た場合の再度の育児休業取得に係る規定を

削除する。 

イ 任期を定めて採用された職員について、任期の更新等があった場合に再度

の育児休業取得が可能となるよう規定を整備する。 

(２) 非常勤職員の子の出生後８週間以内の育児休業の取得要件の緩和（第２条

関係） 

ア 任期が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくする職に採用されな

いことが明らかでないとの要件について、子の出生日から起算して57日（８

週間）と６か月を経過する日まで（現行：子が１歳６か月に達する日まで）

に緩和する。 

イ アのほか所要の改正を行う。 

(３) 非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化（第２条、第２条の

３及び第２条の４関係） 

ア 子が１歳６か月到達日まで及び子が２歳に達する日までの育児休業の要件

について、夫婦交替での取得や、特別の事情がある場合の柔軟な取得を可能

とするための規定を整備する（第２条の３及び第２条の４関係）。 

イ アに伴い、子が１歳以上の期間における育児休業の取得要件を確認しない

場合の要件を定める規定を整備する（第２条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和４年10月１日 

 

議第84号 令和４年度多治見市一般会計補正予算（第３号） 

議第85号 令和４年度多治見市南姫財産区事業特別会計補正予算（第１号） 

議第86号 令和４年度多治見市国民健康保険事業特別会計補正予算(第２号) 

議第87号 令和４年度多治見市介護保険事業特別会計補正予算(第１号) 

議第88号 令和４年度多治見市後期高齢者医療特別会計補正予算(第１号) 

議第89号 令和４年度多治見市水道事業会計補正予算（第１号） 

議第90号 令和４年度多治見市下水道事業会計補正予算（第１号） 
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庫
補

助
金

1
0
,5

8
7

1
0
,5

8
7

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名



10 

  

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
0

民
生

費
介

護
保

険
料

公
費

負
担

繰
出

金

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

低
所

得
者

保
険

料
軽

減
負

担
金

の
追

加
交

付
に

伴
う
介

護
保

険
事

業
特

別
会

計
へ

の
繰

出
金

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
負

担
金

1
/
2
、

県
負

担
金

1
/
4

4
,2

1
3

3
,1

5
9

1
,0

5
4

2
1

民
生

費
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

繰
出

金
（
事

務
費

分
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

保
健

事
業

負
担

金
精

算
に

伴
う
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

へ
の

繰
出

金
の

減
額

△
 4

,4
8
4

△
 4

,4
8
4

2
2

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
福

祉
医

療
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

県
補

助
金

の
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
増

額
3
9
,3

8
4

3
9
,3

8
4

2
3

民
生

費
総

合
福

祉
セ

ン
タ

ー
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
1
,6

0
3

1
,6

0
3

2
4

民
生

費
か

さ
は

ら
福

祉
セ

ン
タ

ー
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
9
0
1

9
0
1

2
5

民
生

費
身

体
障

害
者

自
立

支
援

医
療

給
付

費
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
追

加
交

付
に

伴
う
財

源
更

正
7
9
0

△
 7

9
0

2
6

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
者

自
立

支
援

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
2
7
,2

8
5

2
7
,2

8
5

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名



11 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
地

域
生

活
支

援
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
6
0

6
0

2
8

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

事
業

費
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
補

助
金

の
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
増

額
5
0
7

5
0
7

2
9

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
新

型
コ

ロ
ナ

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
強

化
交

付
金

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
2
0
0

2
0
0

3
0

民
生

費
児

童
手

当
給

付
費

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
追

加
交

付
に

伴
う
財

源
更

正
1
1
6

△
 1

1
6

3
1

民
生

費
心

身
障

害
児

通
園

事
業

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
2
8
5

2
8
5

3
2

民
生

費
放

課
後

児
童

健
全

育
成

事
業

費

た
じ

っ
こ

ク
ラ

ブ
に

勤
務

す
る

職
員

の
処

遇
改

善
に

係
る

補
助

金
の

増
額

※
　

期
間

：
令

和
４
年

1
0
月

～
令

和
５
年

３
月

※
　

対
象

：
２
法

人
（
職

員
1
0
4
人

）
※

　
財

源
：
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

交
付

金
（
国

1
/
3
、

県
1
/
3
）

4
,7

5
2

3
,1

6
8

1
,5

8
4

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名



12 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
3

民
生

費
障

害
児

福
祉

手
当

給
付

費
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
追

加
交

付
に

伴
う
財

源
更

正
4
4

△
 4

4

3
4

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
児

通
所

支
援

事
業

費
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
2
5
,3

5
0

2
5
,3

5
0

3
5

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
手

当
給

付
費

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
1
,5

7
6

1
,5

7
6

3
6

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
扶

養
手

当
給

付
費

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
2
2
2

2
2
2

3
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

ど
も

・
子

育
て

交
付

金
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
2
6
,3

0
8

2
6
,3

0
8

3
8

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
6
,8

2
1

6
,8

2
1

3
9

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

世
帯

生
活

支
援

特
別

給
付

金
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
6
4
,2

6
2

6
4
,2

6
2

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
0

民
生

費
保

育
所

管
理

費

①
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
　

3
,4

3
1
千

円

②
　

食
材

価
格

高
騰

に
対

す
る

給
食

の
質

の
維

持
に

要
す

る
不

足
分

（
1
5

円
/
１
食

）
に

係
る

需
用

費
の

増
額

　
2
,5

0
1
千

円
※

　
期

間
：
令

和
４
年

1
0
月

１
日

～
令

和
５
年

３
月

3
1
日

※
　

食
数

：
1
,1

4
0
人

分

③
　

コ
ロ

ナ
終

息
後

を
見

据
え

た
保

育
人

財
確

保
に

係
る

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ
ン

事
業

に
伴

う
委

託
料

等
の

増
額

　
7
9
0
千

円

④
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
　

1
,1

6
1
千

円

⑤
　

食
材

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
4
8
0
千

円

※
　

②
、

③
、

⑤
…

財
源

：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

8
,3

6
3

3
,7

7
1

4
,5

9
2

4
1

民
生

費
保

育
所

備
品

購
入

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
9
9
2

△
 9

9
2

4
2

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
保

育
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
及

び
県

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
1
0
,6

9
8

1
0
,6

9
8

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名



14 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
3

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
等

及
び

県
負

担
金

の
返

還
に

伴
う

償
還

金
の

増
額

4
,8

8
9

4
,8

8
9

4
4

民
生

費
児

童
館

管
理

運
営

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
7
6
7

7
6
7

4
5

民
生

費
児

童
館

施
設

整
備

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
4
9
9

△
 4

9
9

4
6

民
生

費
児

童
遊

園
地

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
8
4

8
4

4
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
保

護
扶

助
費

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
1
7
,5

4
9

1
7
,5

4
9

4
8

衛
生

費
健

康
づ

く
り

推
進

事
業

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
1
5
0

△
 1

5
0

4
9

衛
生

費
母

子
保

健
事

業
推

進
費

外
国

人
や

聴
覚

障
害

者
に

係
る

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
に

よ
る

遠
隔

対
話

型
通

訳
サ

ー
ビ

ス
導

入
に

伴
う
使

用
料

及
び

賃
借

料
の

増
額

1
8
9

1
8
9

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
0

衛
生

費
未

熟
児

養
育

医
療

給
付

費
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
追

加
交

付
に

伴
う

財
源

更
正

2
5
5

△
 2

5
5

5
1

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
疾

病
予

防
対

策
事

業
費

補
助

金
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
8

8

5
2

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
情

報
標

準
化

整
備

事
業

補
助

金
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
1
2
6

1
2
6

5
3

衛
生

費
保

健
セ

ン
タ

ー
運

営
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
8
5

8
5

5
4

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
保

健
事

業
推

進
費

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
9
9
4

9
9
4

5
5

衛
生

費
過

年
度

返
還

金
（
新

型
コ

ロ
ナ

ワ
ク

チ
ン

接
種

事
業

費
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
補

助
金

の
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
増

額
1
1
4
,0

9
7

1
1
4
,0

9
7

5
6

衛
生

費
公

衆
便

所
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
3
6

3
6

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名



16 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
7

衛
生

費
霊

園
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
7
0

7
0

5
8

衛
生

費
火

葬
場

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
2
,5

3
1

2
,5

3
1

5
9

衛
生

費
大

気
汚

染
測

定
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
3
6

3
6

6
0

衛
生

費
水

道
事

業
会

計
補

助
金

①
　

物
価

高
騰

の
影

響
を

受
け

る
市

民
・
事

業
者

支
援

の
た

め
の

水
道

料
金

基
本

料
金

４
か

月
無

料
に

伴
う
水

道
事

業
会

計
へ

の
補

助
金

の
増

額
2
0
1
,6

5
5
千

円
※

　
期

間
：
令

和
４
年

1
0
月

～
令

和
５
年

１
月

使
用

分
※

　
対

象
：
4
2
,5

0
0
件

（
一

般
家

庭
3
8
,5

0
0
件

、
事

業
者

4
,0

0
0
件

）
　

　
標

準
的

な
家

庭
（
管

径
2
0
m

m
）
で

4
,4

0
0
円

が
無

料
※

　
財

源
：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

上
記

事
業

の
実

施
に

よ
り

水
道

事
業

会
計

が
負

担
す

る
消

費
税

相
当

額
に

伴
う
水

道
事

業
会

計
へ

の
補

助
金

の
増

額
　

1
1
,0

9
7
千

円

③
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
動

力
費

不
足

見
込

み
に

伴
う
水

道
事

業
会

計
へ

の
補

助
金

の
増

額
　

3
,0

0
0
千

円

2
1
5
,7

5
2

2
0
1
,6

5
5

1
4
,0

9
7

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
1

衛
生

費
病

院
事

業
会

計
補

助
金

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
4
2
9

△
 4

2
9

6
2

衛
生

費
地

域
環

境
美

化
及

び
リ
サ

イ
ク

ル
推

進
基

金
積

立
金

ご
み

処
理

手
数

料
（
ご

み
袋

分
）
収

入
の

減
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
積

立
減

額
分

1
2
,4

8
0
千

円
（
＝

収
入

減
4
9
,9

2
0
千

円
×

1
/
4
）
を

一
般

財
源

で
補

て
ん

△
 1

2
,4

8
0

1
2
,4

8
0

6
3

衛
生

費
三

の
倉

セ
ン

タ
ー

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
2
4

2
4

6
4

衛
生

費
大

畑
セ

ン
タ

ー
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
5
0

2
5
0

6
5

衛
生

費
ご

み
収

集
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
,4

6
8

2
,4

6
8

6
6

衛
生

費
不

燃
性

廃
棄

物
処

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
7
0

2
7
0

6
7

衛
生

費
可

燃
性

廃
棄

物
処

理
施

設
整

備
費

消
費

税
イ

ン
ボ

イ
ス

制
度

へ
の

対
応

に
係

る
三

の
倉

セ
ン

タ
ー

ト
ラ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ル

シ
ス

テ
ム

改
造

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
4
8
4

4
8
4

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
8

衛
生

費
不

燃
性

廃
棄

物
処

理
施

設
整

備
費

消
費

税
イ

ン
ボ

イ
ス

制
度

へ
の

対
応

に
係

る
大

畑
セ

ン
タ

ー
ト
ラ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ル

シ
ス

テ
ム

改
造

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
9
3
5

9
3
5

6
9

衛
生

費
ご

み
収

集
袋

関
係

費

①
　

物
価

高
騰

に
影

響
を

受
け

る
市

民
生

活
支

援
の

た
め

の
市

指
定

ご
み

袋
無

料
配

布
（
１
世

帯
当

た
り

大
1
0
枚

、
中

1
5
枚

）
に

伴
う
役

務
費

等
の

増
額

　
2
5
,6

3
5
千

円
※

　
対

象
：
4
8
,0

0
0
世

帯
※

　
財

源
：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

消
費

税
イ

ン
ボ

イ
ス

制
度

へ
の

対
応

に
係

る
ご

み
処

理
手

数
料

管
理

シ
ス

テ
ム

改
修

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
　

5
7
2
千

円

2
6
,2

0
7

2
5
,6

3
5

5
7
2

7
0

衛
生

費
焼

却
施

設
等

運
営

費

①
　

ハ
イ

ブ
リ
ッ

ド
コ

ー
ク

ス
の

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
3
0
3
,1

3
8
千

円
※

　
令

和
４
年

度
当

初
予

算
に

お
け

る
単

価
5
5
千

円
/
ｔに

対
し

て
、

現
在

の
単

価
は

1
0
7
千

円
/
ｔ

※
　

財
源

：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
　

1
0
,4

2
1
千

円

③
　

ご
み

処
理

手
数

料
（
ご

み
袋

分
）
収

入
の

減
等

に
伴

う
財

源
更

正
（
ご

み
処

理
手

数
料

（
ご

み
袋

分
）
△

3
7
,4

4
0
千

円
、

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
＋

1
3
5
千

円
）

3
1
3
,5

5
9

1
0
0
,0

0
0

△
 3

7
,3

0
5

2
5
0
,8

6
4

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

7
1

衛
生

費
笠

原
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
3
8

2
3
8

7
2

衛
生

費
笠

原
最

終
処

分
廃

棄
物

処
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
3
3
5

3
3
5

7
3

労
働

費
勤

労
者

セ
ン

タ
ー

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
1
2
9

1
2
9

7
4

労
働

費
勤

労
者

セ
ン

タ
ー

整
備

費
非

常
放

送
設

備
設

置
、

和
室

改
修

、
屋

根
等

防
水

改
修

及
び

大
研

修
室

の
L
E
D

化
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
2
8
,1

7
7

2
8
,1

7
7

7
5

農
林

水
産

業
費

農
地

法
事

務
適

正
実

施
支

援
事

業
費

農
地

法
に

基
づ

く
農

地
利

用
状

況
調

査
の

効
率

的
実

施
に

向
け

た
タ

ブ
レ

ッ
ト
端

末
の

導
入

に
伴

う
備

品
購

入
費

等
の

増
額

※
　

財
源

：
県

補
助

金
7
2
2

5
2
7

1
9
5

7
6

農
林

水
産

業
費

農
業

振
興

事
務

費
青

年
等

就
農

計
画

及
び

農
業

経
営

改
善

計
画

認
定

審
査

会
に

係
る

委
員

等
謝

礼
に

伴
う
報

償
費

の
増

額
2
0

2
0

7
7

農
林

水
産

業
費

農
地

管
理

事
務

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
1
1

1
1
1

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

7
8

農
林

水
産

業
費

た
め

池
等

整
備

事
業

費
た

め
池

（
秋

葉
平

の
池

・
東

栄
町

）
の

整
備

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
財

源
：
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

7
0
％

）
2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

7
9

農
林

水
産

業
費

保
健

保
安

林
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
1
2

2
1
2

8
0

商
工

費
セ

ラ
ミ
ッ

ク
パ

ー
ク

Ｍ
ＩＮ

Ｏ
関

係
費

①
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
セ

ラ
ミ
ッ

ク
パ

ー
ク

Ｍ
ＩＮ

Ｏ
の

電
気

・
ガ

ス
料

金
追

加
負

担
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
　

7
,9

2
8
千

円
※

　
財

源
：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

セ
ラ

ミ
ッ

ク
パ

ー
ク

Ｍ
ＩＮ

Ｏ
の

シ
ョ
ッ

プ
部

分
に

係
る

維
持

管
理

費
負

担
割

合
の

変
更

に
伴

う
負

担
金

の
増

額
　

3
9
4
千

円

8
,3

2
2

7
,9

2
8

3
9
4

8
1

商
工

費
文

化
工

房
運

営
事

業
関

係
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
1
4
0

1
4
0

8
2

商
工

費
中

心
市

街
地

活
性

化
事

業
費

①
　

本
町

オ
リ
ベ

ス
ト
リ
ー

ト
の

集
客

力
向

上
に

向
け

て
多

治
見

Ｄ
Ｍ

Ｏ
が

実
施

す
る

古
民

家
リ
ノ

ベ
ー

シ
ョ
ン

事
業

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
　

3
1
,5

0
0

千
円

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
補

助
対

象
経

費
4
2
,0

0
0
千

円
の

1
/
2
）

②
　

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
（
基

金
繰

入
金

＋
1
2
0
千

円
）

3
1
,5

0
0

2
1
,0

0
0

1
2
0

1
0
,3

8
0

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

8
3

商
工

費
美

濃
焼

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

管
理

運
営

事
業

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
3
1
3

3
1
3

8
4

商
工

費
多

治
見

駅
北

広
場

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
8
8

8
8

8
5

商
工

費
観

光
宣

伝
事

務
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
4
6

4
6

8
6

商
工

費
モ

ザ
イ

ク
タ

イ
ル

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

管
理

運
営

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
4
8
8

4
8
8

8
7

商
工

費
ロ

ケ
ツ

ー
リ
ズ

ム
推

進
事

業
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
4
0

△
 1

4
0

8
8

商
工

費
意

匠
研

究
所

管
理

運
営

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
9
9
6

9
9
6

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

8
9

商
工

費
人

財
育

成
事

業
費

①
　

物
価

高
騰

に
伴

う
原

材
料

費
の

増
額

及
び

コ
ロ

ナ
終

息
後

を
見

据
え

た
人

財
育

成
の

た
め

の
備

品
購

入
費

の
増

額
　

4
,8

7
2
千

円
※

　
財

源
：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

実
習

用
焼

成
炉

の
更

新
に

伴
う
備

品
購

入
費

の
増

額
　

1
4
,6

7
6
千

円 ③
　

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
（
基

金
繰

入
金

＋
9
4
1
千

円
）

1
9
,5

4
8

4
,8

7
2

9
4
1

1
3
,7

3
5

9
0

商
工

費
意

匠
研

究
所

施
設

整
備

費

①
　

研
究

生
の

確
保

に
向

け
た

オ
ン

ラ
イ

ン
見

学
等

の
強

化
に

係
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

整
備

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

9
7
4
千

円
※

　
財

源
：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

本
館

屋
上

防
水

改
修

及
び

研
究

所
内

の
照

明
の

L
E
D

化
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

2
5
,0

6
0
千

円

2
6
,0

3
4

9
7
4

2
5
,0

6
0

9
1

商
工

費
産

業
文

化
セ

ン
タ

ー
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
3
,2

5
3

3
,2

5
3

9
2

土
木

費
道

路
橋

り
ょ

う
維

持
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
,8

3
7

2
,8

3
7

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

9
3

土
木

費
道

路
改

良
事

業
費

（
単

独
）

市
道

5
2
2
1
0
0
線

に
係

る
狭

小
箇

所
の

拡
幅

及
び

市
内

９
箇

所
の

舗
装

、
側

溝
等

改
良

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
6
9
,3

0
0

6
9
,3

0
0

9
4

土
木

費
交

通
安

全
施

設
整

備
費

市
内

一
円

の
道

路
区

画
線

の
整

備
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
5
,0

0
0

5
,0

0
0

9
5

土
木

費
土

岐
川

観
察

館
管

理
運

営
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
2
5
3

2
5
3

9
6

土
木

費
か

わ
ま

ち
づ

く
り

事
業

費
土

岐
川

右
岸

（
記

念
橋

か
ら

虎
渓

大
橋

ま
で

の
区

間
）
に

係
る

多
治

見
か

わ
ま

ち
づ

く
り

計
画

に
位

置
付

け
た

散
策

路
、

多
目

的
空

間
整

備
に

向
け

た
詳

細
設

計
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
1
0
,2

6
0

1
0
,2

6
0

9
7

土
木

費
河

川
維

持
費

河
川

の
土

砂
浚

渫
及

び
水

路
修

繕
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
大

原
川

（
松

坂
町

）
、

市
之

倉
川

（
笠

原
町

）
の

土
砂

浚
渫

※
　

財
源

：
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

7
0
％

）

1
1
,5

0
0

7
,5

0
0

4
,0

0
0

9
8

土
木

費
河

川
改

良
事

業
費

中
原

川
（
笠

原
町

）
に

係
る

河
川

整
備

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
及

び
財

源
更

正
※

　
財

源
：
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

7
0
％

）

9
,0

0
0

1
5
,0

0
0

△
 6

,0
0
0

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

9
9

土
木

費
市

街
地

整
備

総
務

事
務

費
*
*
*
*
*
*
*
*
*
*
*
が

令
和

３
年

度
末

に
事

業
廃

止
し

た
こ

と
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
1
,4

9
6

1
,4

9
6

1
0
0

土
木

費
下

水
道

事
業

会
計

補
助

金
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

動
力

費
不

足
見

込
み

に
伴

う
下

水
道

事
業

会
計

へ
の

補
助

金
の

増
額

5
0
,8

4
1

5
0
,8

4
1

1
0
1

土
木

費
公

園
維

持
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
1
,5

2
7

1
,5

2
7

1
0
2

土
木

費
公

園
施

設
整

備
費

①
　

市
之

倉
西

第
２
公

園
に

係
る

藤
棚

復
旧

改
修

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

1
,3

2
0
千

円

②
　

虎
渓

用
水

取
水

ゲ
ー

ト
（
虎

渓
山

町
１
丁

目
地

内
）
に

係
る

改
修

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

4
5
,0

0
0
千

円
※

　
繰

越
明

許
費

の
追

加
も

あ
り

4
6
,3

2
0

4
6
,3

2
0

1
0
3

土
木

費
市

営
住

宅
維

持
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
3
2

3
2

1
0
4

消
防

費
消

防
本

部
運

営
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
1
,3

9
7

1
,3

9
7

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
0
5

消
防

費
北

署
庁

舎
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
3
0
1

3
0
1

1
0
6

消
防

費
応

急
手

当
普

及
関

係
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
8
0

△
 8

0

1
0
7

消
防

費
北

署
車

両
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
1
6
0

1
6
0

1
0
8

消
防

費
笠

原
署

車
両

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
8

1
8

1
0
9

消
防

費
非

常
備

消
防

事
務

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
2
8
9

2
8
9

1
1
0

消
防

費
非

常
備

消
防

車
両

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
4
7

4
7

1
1
1

消
防

費
水

防
対

策
関

係
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2

2

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
1
2

教
育

費
さ

わ
ら

び
学

級
関

係
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
6
9

6
9

1
1
3

教
育

費
小

学
校

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
6
,0

7
3

1
6
,0

7
3

1
1
4

教
育

費
小

学
校

図
書

充
実

費
寄

附
採

納
に

係
る

小
学

校
図

書
購

入
に

伴
う
備

品
購

入
費

の
増

額
5
0
0

5
0
0

1
1
5

教
育

費
要

保
護

児
童

等
就

学
援

助
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
,1

5
1

△
 1

,1
5
1

1
1
6

教
育

費
中

学
校

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
9
,2

8
8

9
,2

8
8

1
1
7

教
育

費
要

保
護

生
徒

等
就

学
援

助
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
,0

0
0

△
 1

,0
0
0

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
1
8

教
育

費
幼

稚
園

管
理

費

①
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
　

8
4
7
千

円

②
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

の
消

耗
品

等
購

入
費

に
対

す
る

県
補

助
金

の
交

付
決

定
に

伴
う
財

源
更

正
（
県

補
助

金
＋

1
,2

5
0
千

円
）

8
4
7

1
,2

5
0

△
 4

0
3

1
1
9

教
育

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
３
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
8
,3

9
1

8
,3

9
1

1
2
0

教
育

費
国

民
文

化
祭

関
係

費
令

和
６
年

「
清

流
の

国
ぎ

ふ
」
文

化
祭

2
0
2
4
に

向
け

た
市

実
行

委
員

会
事

務
経

費
に

係
る

負
担

金
の

増
額

1
0
0

1
0
0

1
2
1

教
育

費
指

定
文

化
財

保
護

費

①
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
　

4
千

円

②
　

県
史

跡
「
妙

土
窯

跡
」
土

留
め

修
繕

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
　

2
6
2
千

円 ※
　

財
源

：
県

補
助

金
1
/
4

2
6
6

9
0

1
7
6

1
2
2

教
育

費
公

民
館

管
理

運
営

費

①
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
　

2
,5

5
9
千

円

②
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
（
基

金
繰

入
金

＋
1
,0

0
0
千

円
）

2
,5

5
9

1
,0

0
0

1
,5

5
9

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
2
3

教
育

費
笠

原
中

央
公

民
館

管
理

費

①
　

令
和

５
年

度
の

笠
原

中
央

公
民

館
ア

ザ
レ

ア
ホ

ー
ル

解
体

に
向

け
た

「
（
仮

称
）
さ

よ
な

ら
イ

ベ
ン

ト
」
開

催
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
　

5
0
0
千

円

②
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
　

1
,7

7
1
千

円

2
,2

7
1

2
,2

7
1

1
2
4

教
育

費
笠

原
中

央
公

民
館

施
設

整
備

費

笠
原

中
央

公
民

館
改

修
整

備
工

事
に

係
る

事
業

内
容

精
査

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
継

続
費

の
変

更
あ

り
4
4
,8

9
6

1
5
,1

0
0

2
9
,7

9
6

1
2
5

教
育

費
学

習
館

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
2
,2

4
7

2
,2

4
7

1
2
6

教
育

費
図

書
館

管
理

運
営

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

よ
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
1
,2

6
4

1
,2

6
4

1
2
7

教
育

費
文

化
財

保
護

セ
ン

タ
ー

管
理

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
2
1
7

2
1
7

1
2
8

教
育

費
全

国
大

会
出

場
関

係
費

全
国

大
会

に
出

場
す

る
児

童
・
生

徒
の

増
加

に
伴

う
交

通
費

補
助

金
の

増
額

3
7
8

3
7
8

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
2
9

教
育

費
学

校
開

放
関

係
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
1
7
6

1
7
6

1
3
0

教
育

費
体

育
施

設
管

理
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
1
,5

1
8

1
,5

1
8

1
3
1

教
育

費
体

育
館

管
理

費

①
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
を

受
け

る
体

育
館

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

室
に

係
る

指
定

管
理

者
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
　

4
,3

1
0
千

円
※

　
財

源
：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

②
　

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
よ

る
指

定
管

理
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
　

1
,4

2
5
千

円

③
　

総
合

体
育

館
の

漏
水

に
よ

り
指

定
管

理
者

が
負

担
し

た
水

道
料

金
に

係
る

補
償

金
の

増
額

　
1
,0

5
6
千

円

6
,7

9
1

4
,3

1
0

2
,4

8
1

1
3
2

教
育

費
学

校
給

食
管

理
運

営
費

食
材

価
格

高
騰

に
対

す
る

給
食

の
質

の
維

持
に

要
す

る
不

足
分

（
1
5
円

/
１
食

）
に

係
る

幼
稚

園
及

び
小

・
中

学
校

給
食

会
計

へ
の

負
担

金
の

増
額

※
　

期
間

：
令

和
４
年

1
0
月

１
日

～
令

和
５
年

３
月

3
1
日

※
　

食
数

：
9
,1

0
4
人

分
※

　
給

食
費

単
価

：
幼

稚
園

2
5
0
円

、
小

学
校

2
8
0
円

、
中

学
校

3
2
0
円

※
　

財
源

：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

1
5
,0

2
2

1
5
,0

2
2

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
3
3

教
育

費
養

正
小

学
校

近
接

校
対

応
調

理
場

管
理

運
営

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
,1

8
8

1
,1

8
8

1
3
4

教
育

費
昭

和
小

学
校

近
接

校
対

応
調

理
場

管
理

運
営

費
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

伴
う
需

用
費

の
増

額
1
,4

0
0

1
,4

0
0

1
3
5

教
育

費
食

育
セ

ン
タ

ー
管

理
運

営
費

燃
料

費
等

価
格

高
騰

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
9
,5

3
8

9
,5

3
8

1
3
6

諸
支

出
金

土
地

購
入

事
業

費
南

姫
財

産
区

事
務

所
敷

地
等

（
9
4
8
㎡

）
の

土
地

購
入

に
伴

う
公

有
財

産
購

入
費

等
の

増
額

※
　

財
源

：
土

地
購

入
費

繰
入

金
1
5
,0

1
0

1
5
,0

1
0

1
,7

1
9
,4

7
6

4
0
5
,1

5
3

5
7
,6

0
0

1
2
4
,9

6
6

1
,1

3
1
,7

5
7

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号

款
事

  
業

  
名
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令和４年度　　　一 般 会 計 税 等 内 訳 一 覧 表        　

（ 補 正 第 ３ 号 ）

金 額

１ 市 税

２ 地 方 譲 与 税 自 動 車 重 量 譲 与 税

地 方 揮 発 油 譲 与 税

３ 利 子 割 交 付 金

４ 配 当 割 交 付 金

５ 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

６ 法 人 事 業 税 交 付 金

７ 地 方 消 費 税 交 付 金

８ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

９ 環 境 性 能 割 交 付 金

10 国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

11 地 方 特 例 交 付 金

12 地 方 交 付 税 普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

20 繰 入 金 財 政 調 整 基 金 繰 入 金

（ う ち 可 処 分 ）

（ う ち 災 害 留 保 分 ）

21 繰 越 金 1,131,757

22 諸 収 入 市 預 金 利 子

23 市 債 臨 時 財 政 対 策 債

 そ の 他 一 般 財 源

1,131,757

（単位：千円）

内 容

合 計
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（
継

続
費

）
（
 単

位
：
千

円
 ）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
4
,2

4
9

4
,2

4
9

5
3
5
7
,8

8
8

3
5
7
,8

8
8

6
7
,0

6
5

7
,0

6
5

計
3
6
9
,2

0
2

3
6
9
,2

0
2

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
3
0
,0

2
6

1
8
,7

0
0

1
1
,3

2
6

4
3
4
5
,9

0
0

2
1
7
,4

0
0

1
0
0
,0

0
0

2
8
,5

0
0

5
5
7
3
,0

6
5

3
4
7
,7

0
0

2
2
5
,3

6
5

計
9
4
8
,9

9
1

5
8
3
,8

0
0

1
0
0
,0

0
0

2
6
5
,1

9
1

3
3
0
,0

2
6

1
8
,7

0
0

1
1
,3

2
6

4
3
9
0
,7

9
6

2
3
2
,5

0
0

1
0
0
,0

0
0

5
8
,2

9
6

5
6
4
0
,7

9
4

3
7
0
,4

0
0

2
7
0
,3

9
4

計
1
,0

6
1
,6

1
6

6
2
1
,6

0
0

1
0
0
,0

0
0

3
4
0
,0

1
6

（
繰

越
明

許
費

）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
3
0
,0

0
0

2
4
5
,0

0
0

3
3
,7

5
0

7
6
,9

0
0

8
,2

0
0

3
0
,0

0
0

4
6
,1

9
5

繰
越

明
許

費
の

追
加

（
 単

位
：
千

円
 ）

項
目

財
源

内
訳

公
園

施
設

整
備

費
（
虎

渓
用

水
取

水
ゲ

ー
ト
改

修
工

事
）

4
5
,0

0
0

3
0
,0

0
0

市
民

の
里

施
設

整
備

費
（
浴

室
給

湯
設

備
改

修
工

事
）

番 号
事

　
　

　
　

　
　

　
業

　
　

　
　

　
　

　
　

名
金

　
　

額

令
  

和
  

４
  

年
  

度
　

　
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

３
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

6
,1

9
5

非
常

備
消

防
車

両
購

入
費

（
団

指
揮

車
購

入
）

項
目

番 号
事

業
名

総
額

年
度

年
割

額
財

源
内

訳

継
続

費
の

追
加

1
3
6
9
,2

0
2

新
本

庁
舎

建
設

準
備

事
業

公
園

施
設

長
寿

命
化

事
業

費
（
公

園
照

明
灯

Ｌ
Ｅ

Ｄ
化

工
事

）
8
9
,3

0
0

財
源

内
訳

継
続

費
の

変
更

1

変
更

前

笠
原

中
央

公
民

館
改

修
整

備
事

業

9
4
8
,9

9
1

変
更

後
1
,0

6
1
,6

1
6

項
目

番 号
事

業
名

総
額

年
度

年
割

額
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特
別

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

 8
5
 号

（
単

位
：千

円
）

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
土

地
取

得
費

繰
出

金

南
姫

財
産

区
事

務
所

敷
地

等
（9

48
㎡

）の
土

地
購

入
に

係
る

一
般

会
計

へ
の

繰
出

金
の

増
額

※
　

財
源

：
南

姫
財

産
区

基
金

繰
入

金

1
5
,0

1
0

1
5
,0

1
0

議
 第

 8
6
 号

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
特

定
健

康
診

査
・
保

健
指

導
負

担
金

返
還

金

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

国
民

健
康

保
険

保
険

給
付

費
等

交
付

金
（
特

別
交

付
金

特
定

健
康

診
査

等
分

）
の

返
還

に
伴

う
県

へ
の

償
還

金
の

増
額

5
,2

0
6

2
国

民
健

康
保

険
保

険
給

付
費

等
交

付
金

返
還

金
令

和
３

年
度

決
算

に
よ

る
国

民
健

康
保

険
保

険
給

付
費

等
交

付
金

（
普

通
交

付
金

）
の

返
還

に
伴

う
県

へ
の

償
還

金
の

増
額

4
9
,8

4
5

3
国

保
事

業
費

納
付

金
（退

職
分

）返
還

令
和

２
年

度
国

保
事

業
費

納
付

金
（退

職
分

）精
算

に
よ

る
返

還
に

伴
う

県
へ

の
償

還
金

の
増

額
61

6

5
5
,6

6
7

合
　

　
　

　
　

　
計

5
5
,6

6
7

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳

南
姫

財
産

区
事

業
特

別
会

計
（

補
正

第
１

号
）

1
5
,0

1
0

合
　

　
　

　
　

　
計

1
5
,0

1
0

会
　

計
　

名
番

号
事

　
　

　
業

　
　

　
名

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

補
正

額

（
 単

位
：
千

円
 ）

会
　

計
　

名
番

号
事

　
　

　
業

　
　

　
名

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

国
民

健
康

保
険

事
業

特
別

会
計

（
補

正
第

２
号

）
4
9
,8

4
5

61
6

5
,2

0
6
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議
 第

 8
7
 号

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
介

護
給

付
費

準
備

基
金

積
立

金

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

決
算

剰
余

金
の

確
定

（
国

県
支

出
金

返
還

分
控

除
後

）
及

び
低

所
得

者
保

険
料

軽
減

負
担

金
交

付
金

等
の

追
加

交
付

に
伴

う
積

立
金

の
増

額

※
　

財
源

（
そ

の
他

）：
一

般
会

計
繰

入
金

4
,2

1
3千

円
※

　
令

和
４

年
度

末
基

金
残

高
見

込
み

16
.8

億
円

23
9

4
,2

1
3

1
9
9,

7
9
7

2
国

庫
支

出
金

過
年

度
還

付
金

（介
護

給
付

費
負

担
金

）
令

和
３

年
度

決
算

に
よ

る
介

護
給

付
費

に
係

る
国

庫
負

担
金

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
6
1
,5

2
9

3
県

支
出

金
過

年
度

還
付

金
（介

護
給

付
費

負
担

金
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

介
護

給
付

費
に

係
る

県
負

担
金

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
5
3
,2

2
5

4
県

支
出

金
過

年
度

還
付

金
（地

域
支

援
事

業
）

令
和

３
年

度
決

算
に

よ
る

地
域

支
援

事
業

に
係

る
県

負
担

金
返

還
に

伴
う

償
還

金
の

増
額

1

23
9

4
,2

1
3

3
1
4,

5
5
2

議
 第

 8
8
 号

（
 単

位
：
千

円
 ）

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

納
付

金
令

和
３

年
度

決
算

に
よ

る
保

健
事

業
費

負
担

金
精

算
に

係
る

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
納

付
金

返
還

金
（諸

収
入

）に
伴

う
財

源
更

正

繰
入

金
△

4
,4

8
4

諸
収

入
＋

4
,4

8
4

（
 単

位
：
千

円
 ）

会
　

計
　

名
番

号
事

　
　

　
業

　
　

　
名

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

事
　

　
　

業
　

　
　

名
事

　
　

業
　

　
内

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳

2
0
4,

2
4
9

5
3
,2

2
5 1

6
1
,5

2
9

合
　

　
　

　
　

　
計

00

会
　

計
　

名
番

号

合
　

　
　

　
　

　
計

3
1
9,

0
0
4

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
（

補
正

第
１

号
）

介
護

保
険

事
業

特
別

会
計

（
補

正
第

１
号

）
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企
業

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

 8
9
 号

1
営

業
費

用
（
配

水
及

び
給

水
費

）
電

気
料

金
高

騰
に

伴
う

動
力

費
の

増
額

2
営

業
費

用
（
総

係
費

）
水

道
料

金
基

本
料

金
４

か
月

無
料

に
係

る
シ

ス
テ

ム
改

修
委

託
料

等
の

増
額

3
営

業
外

費
用

（
消

費
税

）
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議第91号 工事請負契約の変更について 

  令和４年３月23日議第34号をもって議決を経た文化会館大規模改修工事 機械設備工事に

係る株式会社池田産業本店との工事請負契約の一部を次のとおり変更する。 

変更点 

１ 契約金額 〔変更後〕一金 198,594,000円 

      〔変更前〕一金 187,550,000円 

  ２ 変更理由  

   (１) 汚水管の一部が当初の想定以上に劣化しており、改修が必要なため（約770万円）。 

   (２) その他空調配管の移設や撤去等を行う必要が生じたため（約334万円）。 

 

議第92号 権利の放棄について 

地域経済循環創造事業補助金の返還金について、権利を放棄する。 

１ 放棄する金額 1,495,364円（１団体） 

 ２ 放棄の理由  

(１) 新型コロナウイルス感染症の影響による多額の累積赤字での解散であり、負担を求

めることは適当ではないと認められるため。 

(２) 補助金の目的が達成されているため。 

 

議第93号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市駅北立体駐車場 

２ 指定管理者の名称等 多治見市本町３丁目25番地 

一般社団法人多治見市観光協会（多治見ＤＭＯ） 

代表理事 松島 祥久 

３ 指定期間 令和５年４月１日から令和８年３月31日まで（３年間） 

 

 選定結果 

候補団体 一般社団法人多治見市観光協会 

現在の指定管理者 一般社団法人多治見市観光協会 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容の妥当性について 60 54 

２．中心市街地活性化や街のにぎわいづくりに

資する事業提案がなされているか 
40 34 

評価合計点 
100 88 

最低基準点 60点 



40 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管理者の指定

手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第62号）第２条第３項第６号に

該当）。 

(１) 一般社団法人多治見市観光協会は、市が出捐金を50％拠出している団

体であり、中心市街地の活性化に関する調査、企画立案及びその実施を事

業の一つとしている。このため、駅北立体駐車場の管理運営にあたり、中

心市街地の活性化に向けた戦略的な料金設定や、その収益のまちづくり及

び観光事業への還元が期待できる。 

(２) 駅北立体駐車場は、多治見駅北土地区画整理事業区域内に所在し、そ

の運営は区域内及び周辺の土地利用に寄与することが期待されている。一

般社団法人多治見市観光協会は、中心市街地の活性化を事業の一つとして

おり、その設置目的に沿った管理運営が期待できる。 

施設使用料

の支払い 

 指定管理者は、施設使用料として、次に掲げる額を市に支払うものとす

る。 

令和５年度 

令和６年度 

令和７年度 

ア 年度当たり33,283,000円 

イ 当該年度の利用料金収入からアに定める額及び施設運

営費相当額22,506,000円を減じた額のうち３割の額 
 

 

議第94号 指定管理者の指定について 

 次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市駅北ロータリー駐車場 

        多治見市駅南ロータリー駐車場 

        多治見市駅東原動機付自転車駐車場 

２ 指定管理者の名称等 多治見市本町３丁目25番地 

一般社団法人多治見市観光協会（多治見ＤＭＯ） 

代表理事 松島 祥久 

３ 指定期間 令和５年４月１日から令和８年３月31日まで（３年間） 

 

 選定結果 

候補団体 一般社団法人多治見市観光協会 

現在の指定管理者 蔦井株式会社 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容の妥当性について 80 68 

２．中心市街地活性化や街のにぎわいづくりに

資する事業提案がなされているか 
20 13 

評価合計点 
100 81 

最低基準点 60点 
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非公募理由 

 公募を行ったが応募団体がなく、公募要件を満たすと認められる団体があ

ることから、当該団体を指定することが必要なため、非公募とした（多治見

市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成16年

規則第62号）第２条第３項第２号に該当）。 

施設使用料

の支払い 

 指定管理者は、施設使用料として、次に掲げる額を市に支払うものとす

る。 

令和５年度 

令和６年度 

令和７年度 

当該年度の利用料金収入から施設運営費相当額5,000,000

円を減じた額のうち２割の額 
 

 

議第95号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市小泉交流センター 

２ 指定管理者の名称等 東京都豊島区東池袋１－44－３池袋ＩＳＰタマビル 

             特定非営利活動法人ワーカーズコープ 

              代表理事 田嶋 羊子 

３ 指定期間 令和５年４月１日から令和８年３月31日まで（３年間） 

 

 選定結果 

候補団体 特定非営利活動法人ワーカーズコープ 

現在の指定管理者 特定非営利活動法人ワーカーズコープ 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案書全般 30 26.1 

２．提案内容 50 44.6 

３．収支計画 10 9.0 

４．組織 ５ 4.7 

５．連携 ５ 4.5 

評価合計点 
100 88.9 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし ― 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

46,110千円 46,128千円 
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議第96号 多治見市教育委員会委員の任命について 

 中澤 香代（なかざわ かよ）委員が令和４年９月30日に任期満了となるため、鈴木 亜

紀子（すずき あきこ）氏を新たに多治見市教育委員会委員に任命する。 

【参考】 

委員数：４人 

職 務：教育委員会の構成員として、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

31年法律第162号）第21条各号に掲げられた職務権限の適正な行使を担う。 

（多治見市教育委員の職務に関する要綱（平成22年教育委員会告示第31号）第２条） 

 

議第97号 多治見市公平委員会委員の選任について 

 松岡 正延（まつおか まさのぶ）委員が令和４年９月29日に任期満了となるため、同氏

を引き続き多治見市公平委員会委員に選任する。 

【参考】 

委員数：３人 

所掌事務：(１) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、

判定し、及び必要な措置を執ること。 

(２) 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をするこ

と。 

(３) 前２号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。 

(４) 前３号に掲げるものを除くほか、法律に基づきその権限に属せしめら

れた事務 

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第８条第２項） 

 

諮第１号 人権擁護委員の推薦について 

 木股 孝一（きまた こういち）委員及び加藤 款（かとう よしみ）委員が令和４年12

月31日に任期満了となるため、久野 智子（くの ともこ）氏及び田財 博史（たざい ひ

ろし）氏を新たに人権擁護委員として推薦する。 

【参考】 

委員数：10人 

職 務：(１) 自由人権思想に関する啓もう及び宣伝をなすこと。 

(２) 民間における人権擁護運動の助長に努めること。 

(３) 人権侵犯事件につき、その救済のため、調査及び情報の収集をなし、法

務大臣への報告、関係機関への勧告等適切な処置を講ずること。 

(４) 貧困者に対し訴訟援助その他その人権擁護のため適切な救済方法を講ず

ること。 

(５) その他人権の擁護に努めること。 

（人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第11条） 

 


